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事業展開実証調査の進め方について（案） 

 

1. 実施手順 

 事業展開実証調査は、以下のフローで実施する。事例収集は 2 段階で実施するものとする。 
 

 

図 1 事業展開実証調査の実施フロー図 

 
表 1 「ベストプラクティス」としての要素（情報収集の視点） 

区分 収集の視点 

①地域を巻き込んで進める

賦存量調査 

・市民参加型の賦存量調査 

・資源や需要の「あるもの探し」事例 

・ワークショップによる需要と供給のマッチング事例 

②地域エネルギー事業を支

援する基礎づくりを進める実

証調査 

・クリーンエネルギー実証調査において地域の大学の参画した事例 

・多くの主体の連携による実証調査実施事例（市民、NPO 等各種団体、

民間企業、金融機関、自治体など） 

③事業を担う「芽」や「核」づく

り 

・コミュニティビジネスやソーシャルビジネスなど、地域が主体となっ

て取り組む事業手法 

・上記の事業主体を行政の適切な関与により支援している事業事例 

④地域の「あるもの探し」と地

域事情に合わせた事業づく

り 

・クリーンエネルギー以外の地域資源（自然環境、食料、歴史文化資産、

観光、教育、人材育成）との連携事業 

・コミュニティファンドなどの地域での資金調達のしくみのある事業 

 

調査手法・整理手法の検討 

事例収集 

事例整理 

①概要調査（「緑の分権改革」推進事業 全受託団体を対象） 

②詳細調査 
（「緑の分権改革」を進めるために重要な役割を果たす団

体：40 団体程度） 

12～1 月 

1～2 月 

11 月 
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2. 事例収集の方法 

受託団体（都道府県、市町村）の取り組み状況について、2 段階で情報収集を実施する。 
 
 
 

① 概要調査 

●調査目的 事業の内容、検討の進捗状況等の概要を把握する。 
●調査対象 平成 21 年度第 2 次補正予算関係 全受託団体（142 団体） 
●調査手法 アンケート形式 
●調査項目 ・ 事業の概要 

・ 「「緑の分権改革」推進事業の実施にあたっての留意事項等の送付

について（事務連絡、平成 22 年 6 月 16 日）」に記載された「ベス

トプラクティス」としての要素の有無 
・ 具体的なデータ提供の可否（事業内容、事業規模、実施場所、事

業の経済効果・環境効果、地域振興への貢献度等） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

② 詳細調査（グッドプラクティス調査） 

●調査目的 ガイドライン（案）検討の参考とし、かつ受託団体に有益な情報提供す

るために、事業の詳細かつ具体的な内容を収集する。 
●調査対象 ①概要調査の結果に基づき抽出した 40 団体程度 
●調査手法 アンケート形式（補足的にヒアリング調査を実施） 
●調査項目 ・ 事業の内容（事業の種類、規模、実施場所、工程、事業主体等） 

・ 事業の想定効果（経済効果、環境効果、地域振興等） 
 
 
 

一次整理 

「②詳細調査」の調査対象団体の抽出 
抽出要件 「緑の分権改革」を進めるために重要な役割を果たす団

体。（40 団体程度） 




